２０１０．６．２５
Ｎo.７６０号

時差出勤の試行結果が明らかに

時差出勤の拙速な実施は疑問！本庁再編、不適正経理対応、19時閉庁でそんな余裕はない！
「ワークライフバランス」というならば、時差出勤の前に現在の時間外勤務を縮減せよ！

　当局は県労連に対して、5月17日から6月4日の間に実施された「時差出勤の拡大の試行結果」を示し、あわせて7月早い時期の本格実施を提案しました。

時差出勤拡大の試行の概要

１　参加所属数
○全体：36所属（71グループ・課）

・本庁：27所属47Ｇ　・出先：9所属24課

２　実施状況（本庁47グループ・出先24課）
	
	円滑に実施できた
	まあ円滑に実施できた
	なんとか実施できた
	あまり実施できなかった
	ほとんど実施できなかった

	本庁
	26
	20
	0
	１
	0

	出先
	12
	7
	4
	1
	0


３　今後の時差出勤の希望
	
	時差出勤実施者
	通常勤務者

	
	希望する
	希望しない
	現時点は不明
	無回答
	希望する
	希望しない
	現時点は不明

	本庁
	62
	14
	43
	0
	17
	26
	69

	出先
	37
	9
	13
	11
	8
	29
	42

	合計
	99
	23
	56
	11
	25
	55
	111


解決すべき課題は山積

　時差出勤試行実施職場の所属長Ｇリーダー等、実施者及び基本勤務者のアンケートでは、左表のとおり「円滑にできた」がほとんどで、「健康、子育て、介護等家庭の事情及び通勤などの事情がある職員にとって望ましい。」という評価の一方で、次のような問題点、解決すべき課題が提起されています。

○問題点

・打合せや会議の設定に支障が生じた。

・少人数の職場では、相互にカバーせざるを得ず、早く退庁することが事実上困難になる。

・他の職員が肩代わりするなど、平準化が図れなかったことがあった。

・早出の職員は終業時間に退庁できず、結果的に残業が増加した。

・多くの職員が自己の都合で時差出勤をした場合、業務に支障をきたさないとは言いがたい。

・窓口のある小規模職場では、導入自体が困難。

○課　題

・会計システム稼働時間と時差出勤者の勤務時間が一致しないため、効率的な業務執行が難しい。

・登退庁の時間や勤務状況をどのように確認するのかの課題がある。

・職員管理、服務管理上の課題の整理が必要。

・管理事務システムの稼働時間の整理が必要。

・職員の負担が増えるケースも考えられるため、導入単位について検討の余地があると思われる。

・残業ゼロ革命との整理が必要であり、証明の点灯や空調の運転の長期化などの検討も必要がある。

· 税務オンラインシステム等の対応方法。

拙速な導入は避け、十分な交渉・協議を

　上記のように、アンケートで所属長も含めて多くの職員が問題点や課題を提起しているにもかかわらず、当局は「7月の早い時期の実施」にこだわっています。

　4月以降、残業ゼロ革命－19時閉庁、「不適正」経理問題、本庁再編、人事制度改革等でかえって職場は仕事が増加しています。そんな状況を無視して、課題を解決しないまま時差出勤の早期導入を強行すれば、職場の混乱は避けられません。

　自治労県職労としては、「早出の職員は終業時間に退庁できない」等、提起されている問題点、課題についての十分な検証、交渉・協議を抜きに、本格実施を容認することはできません。
○割振り状況

	勤務パターン

（始業～終業）
	割り振り数
	平均時間外／人

	
	全体
	本庁
	出先
	始業前
	始業後

	勤務Ⅰ

（7:00～15:45）
	8
	8
	0
	
	5.8

	勤務Ⅱ

（7:00～15:45）
	24
	15
	9
	
	6.9

	勤務Ⅲ

（7:00～15:45）
	56

（1）
	34

（１）
	22
	1.0
	7.9

	勤務Ⅳ

（7:00～15:45）
	66

（6）
	39

（2）
	27

（4）
	0.8
	6.4

	勤務Ⅴ

（7:00～15:45）
	30
	19
	11
	1.5
	10.3

	勤務Ⅵ

（7:00～15:45）
	5
	4
	1
	1.2
	6.4

	小　　計
	189
	119
	70
	
	

	基本勤務

（8:30～17:15）
	191
	112
	79
	
	

	合　　計
	380
	231
	149
	
	


※( )は、育児・介護を事由とした現行の時差出勤利用者で内数

公務員連絡会の棚村議長ほか委員長クラス交渉委員は、6月22日11時から、江利川人事院総裁と交渉を持ち、①月例給与水準の維持と生活を防衛する一時金支給月数の確保、②段階的定年延長の年内意見申出に向けた制度骨格の提示、③非常勤職員等の課題解決、④実効性ある超勤縮減策の実施などを重点課題とする「2010年人事院勧告に関わる要求書」を提出しました。これにより、2010人勧期の取り組みは正式にスタートしました。
　公務職場では定員削減政策が継続され、慢性的な超過勤務を余儀なくされるなど公務員労働者の労働過重が極限状態となる中で、月例給、一時金の継続的な引下げに加え、出先機関、独立行政法人等の見直しで職場の将来不安が蔓延しています。こうした状況の下で、公務員労働者の生きがいを持って働ける職場の確立と生活防衛を求める声は切実となっています。公務員連絡会は、こうした状況を踏まえ、7.13第１次、7.27第２次中央行動を配置して人事院との交渉を強め、何としても要求の実現を図るべく、取り組みを強めることとしています。
　交渉の冒頭、議長は要求書を提出し、次の通り見解を述べました。
(1) 本年の春季生活闘争は、先行き不透明で厳しい情勢のもとでの取り組みとなったが、おおむね賃金カーブを確保し現行水準を「維持」する結果となっている。
(2) 一方、公務を巡っては、来年度の新規採用抑制策が閣議決定されたことに加え、国の出先機関や独立行政法人等の見直しの検討が進められ、「総人件費２割削減」に向けた検討も進められていると聞いている。
　こうした中で、慢性的な超過勤務など公務員労働者の勤務環境は悪化し続け、月例給や一時金の連年に渡る引下げで家計の状況も厳しさを増し、働き方の改革と生活防衛を求める声はかつてなく高まっている。
(3) 以上のことから、本年の人事院報告・勧告にあたっては、なにより労働基本権制約の代償機能を十全に果たすことが求められている。そのためには、公務員労働者の生活を防衛する観点から、まずは、民間相場を反映する形で、なんとしても月例給与の水準を「維持」してもらいたい。一時金についても、民間情勢は厳しいが、生活水準を維持するために必要な支給月数は確保してもらいたい。非常勤職員制度の見直しに当たっては、実際に雇用の安定に結びつく制度改善を強く求めておきたい。 
　年金と雇用を接続するための65歳までの段階的な定年延長の実施は、当面の人事行政における最重要課題だ。われわれは、定年延長が、高齢期において安定的な雇用を確保する最も効果的な方法だと考え、人事院に要求し、交渉を積み重ねてきた。年内に「意見の申出」を行うことは、昨年来の約束事であり、これを確実に行ってもらいたい。それに向けて、夏の勧告時には定年延長の「制度骨格」を示してもらいたい。
　いずれにしろ、その他の課題も含め、われわれと十分交渉・協議し、合意に基づく報告や勧告を行うことを強く求めておきたい。昨年われわれの反対を押し切って夏季一時金の一部支給凍結勧告を行い、人事院に対する信頼性が大きく損なわれることとなったが、２度とそのようなことがないよう総裁には特段のご努力を要請する。

(4) 本日の要求提出を機に、事務レベルで交渉を積み上げさせて頂くが、しかるべき時期には総裁から直接要求に対する回答を頂きたいと考えているので、よろしくお願いする。
　これを受けて総裁は、「お話しは伺った。最近の公務を巡る情勢は一段と厳しいものがあるが、民間の情勢を十分踏まえ、労働基本権制約の代償という人事院の任務を果たしていくことが重要と考えており、本年の給与勧告に向けて、引き続き皆さんの意見も十分聞きながら検討を進めていくこととしたい」と、今後十分交渉・協議を積み上げていくとの見解を述べた。これに対し、棚村議長が、「今後、事務レベルの交渉・協議を積み重ね、しかるべき時期に総裁から回答をいただきたい」と要請し交渉を締めくくりました。
公務員連絡会、人事院総裁に2010年の人事院勧告に向けた要求書を提出








